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年 頭 所 感

協同組合 全国共同店舗連盟

代表理事 大 木 稔

2026年・年頭所感●
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新年、明けましておめでとうございます。

令和８年度の新春を迎えるにあたり、
中小企業支援関係諸機関の皆さま並びに
組合員の皆さまに謹んで新年のご挨拶を

申し上げます。
本年度も引続き、組合員皆さまの課題

解決のお手伝いが出来るように、はなは
だ微力ではございますが、責任の重大さ
を痛感しつつ連盟の発展に全力を尽くす
所存でございます。
昨年７月には、Web会議方式システム

(バーチャルオンリー型)方式で、令和７
年度通常総会が開催され、上程された４
議案が可決承認されました。
また、１０月は「令和７年度中小企業

組合等課題対応支援事業(連合会研修事
業)の研修事業」を開催致しました。テー
マは、「共同店舗の経営課題の課題解決
に向けた知識の習得～事例中心に～」で、
「事業承継で変えるべきこと、変えては

いけないこと人材が集まり、定着する中
小企業の実践」で、「先代からの良き伝
統を維持しながら新しい顧客二－ズに対
応して成功している事例」「従業員の働
きやすい職場環境の構築」しながら、人
手不足対策に取組んでいる事例。
また、人手不足対策として「従業員満

足度のために職場環境の改善」に取組み
高い評価を受け、２０２５年１０月に日本
ショッピングセンター協会主催(２年に１
回)で、「第１０回日本ＳＣ 大賞・第８
回地域貢献大賞」で組合員である(協)福
井ショッピングモール(エルパ)が「ＥＳ
受賞(エンプロイヤーサティスファクショ
ン)」を福井県で初めて受賞された事例。

また、全国団体中央会研修事業で知識

を習得し、その知識を参考にして経営課
題に取組んで成功している事例 ①情報シ
ステム機器保守契約の変更し、年間費用

を約39％削減している ②中小企業省力化
投資補助金を活用して、人手不足のレジ
業務に設備を導入して省力化を図ってい
る事例 ③人口減少に悩む過疎地で「共同
店舗のタウンセンター化」に取組んでい
る事例等について、講師及び受講者と
ディスカッションし、課題解決に繋がる
ことを目的に研修を実施し、全国から多
数の参加を頂き、組合員から大変好評な
研修事業ができました。
また、おかげさまで当連盟は本年７月

１７日(金)に組織結成６０周年・法人化
４５周年記念式典を開催致すことになり
ました。
当共同店舗連盟としましても、地域と

のコミュニティを高め、地域貢献機能強

化に努め、地域に不可欠な商業施設を目
指してまいりますので、今後とも中小企
業支援関係諸機関および組合員のご支援
ご協力を賜りますようお願い申し上げ、
年頭の御挨拶とさせていただきます。

令和８年元旦



年 頭 所 感

経済産業省 中小企業庁

長官 山 下 隆 一

令和８年という新しい年を迎え、謹ん
で新春の御挨拶を申し上げます。
昨年、熊本県での記録的大雨や、青森

県東方沖を震源とする地震等の自然災害
に被災された皆様にお見舞いを申し上げ、
発災から2年が経過した能登半島地震も含
め、なりわいの再建に全力を尽くします。
また、昨年は大阪・関西万博が開催さ

れ、中小企業庁でも、中小企業基盤整備
機構と共催で、社会課題や時代の変化に
対する中小企業の挑戦を発信する展示を
行いました。「いのち輝く未来社会」の
実現につながるよう、万博の閉会後も日
本の中小企業の皆様の挑戦を支援してま
いります。
国内経済の状況を見ると、昨年の春闘

労使交渉で一昨年を更に上回る高水準の
賃上げ率となり、国内投資も１００兆円
を超えるなど、「潮目の変化」が定着し
つつあります。一方で、中小企業・小規
模事業者の皆様は、賃上げはもとより、
物価高や人手不足、米国関税措置等も相
まって、厳しい経営状況におかれている
ものと承知しております。
中小企業・小規模事業者が生産性を上

げて賃上げ原資を獲得し、賃上げにつな
げていくことが、我が国の経済成長に
とって極めて重要です。
また、現時点でも約６割の中小企業が

人手不足の問題に直面しているほか、我
が国は人口減少や少子高齢化という構造
的要因に直面しております。そのような
「労働供給制約社会」において、企業の投
資や生産性の向上により「稼ぐ力」を高
め、筋肉質な「強い中小企業・小規模事業
者」を目指して経営を行っている中小企
業・小規模事業者の役割が極めて重要です。

こうした認識のもと、中小企業庁とし
ては、「強い中小企業・小規模事業者」
を目指す企業・事業者の支援策として、
「価格転嫁・取引適正化の推進」「成長
投資支援」「生産性向上支援」の３つと
事業承継・Ｍ＆Ａ、金融といった欠かせ
ない事業環境整備を本年も強力に推進し
てまいります。
中小企業庁は、賃上げ原資の確保に向

けて、本年度も官公需を含めた価格転
嫁・取引適正化の推進に全力で取り組み
ます。昨年度の通常国会で改正した中小
受託取引適正化法（取適法）・受託中小
企業振興法（振興法）が本年の１月１日
に施行されました。取適法・振興法の着
実な執行等に努めます。
また、中小企業の「稼ぐ力」の強化に

向け、中小企業の成長支援を一層強化し
てまいります。特に、売上高１００億円
を超える「１００億企業」は、直接輸出
額や域内仕入高が大きく、賃金も高いな
ど、国内投資や地域経済を牽引していく
ような存在です。「１００億企業」の創
出に向けた大胆な取組を進めてまいります。
さらに、労働供給制約が深刻化する中

では、中小企業の生産性向上への取組は
極めて重要です。中小企業庁では、もの
づくり補助金や省力化投資補助金、デジ
タル化・ＡＩ導入補助金により、中小企
業・小規模事業者の生産性向上・省力化
投資を支援してまいります。
雇用や地域機能を支える中小企業を維

持・存続させるだけでなく、経営革新に
よる生産性の向上及び事業の成長を通じ
た賃上げにつなげていくためにも、中小
企業庁として、戦略的な事業承継・Ｍ＆
Ａを支援してまいります。

● 2026年・年頭所感
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多様な事業を創出し、地域の経済成長
や雇用を支えている小規模事業者は、大
変重要な存在です。重点支援地方交付金
を活用した賃上げ支援や、プッシュ型の
伴走支援体制の強化を通して、「強い中
小企業・小規模事業者」を目指す小規模
事業者を全力で応援してまいります。
令和８年の干支である「午」は、ス

ピード感や力強さの象徴といわれており
ます。中小企業庁も、馬のように勢いよ
く力強く、皆様の挑戦、成長を後押しし、
現状維持ではなく、変化に挑む企業や人
が報われる形に軸足を移していきたいと
考えております。ヘビー（巳）な昨年を
乗り越えた皆様にとって、本年がうま
（午）く事の運ぶ、飛躍的な進歩を遂げ
られる一年となるよう心より祈念し、新
年の御挨拶とさせていただきます。

2026年・年頭所感●
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独立行政法人中小企業基盤整備機構

理事長 宮 川 正

謹んで新年のご挨拶を申し上げます。
旧年中は、当機構の活動に格別のご理解
とご協力を賜り、心より御礼申し上げま
す。

2025年は、日経平均株価が史上最高値を
更新するなど、金融市場では明るい動き
が見られた一方で、中小企業にとっては
厳しい一年でした。物価上昇や資材コス
トの高騰、労働力不足に加え、米国をは
じめとする主要国による関税政策が見直
されるなど先行きの不透明感が高まりま
した。

しかし、こうした状況下でも、多くの中
小企業が知恵と工夫を凝らし、逆風を
チャンスに変え、事業を拡大されました。
デジタル化への取り組みや新市場への挑
戦など、未来を見据えた行動が各地で芽
吹いています。こうした努力は、日本経
済を支える中小企業の皆様の底力を示す
ものであり、心から敬意を表します。

現在の中小企業を取り巻く課題は多岐に
わたります。少子高齢化を背景とした人
材不足や課題の多い事業承継、物価高や
円安への備えと賃上げの実現、さらに
GX・SDGs・ウェルビーイングといった社
会課題への対応も求められています。

しかし、何より重要なのは、日本におい
て長らく続いたデフレ経済が終焉し、イ
ンフレの流れが鮮明になりつつあるとい
う現実を認識することだと思います。

低価格競争やコスト削減偏重型の経営は、
企業の成長力を削ぎ、持続的な発展を阻
んできました。今、中小企業に求められ
るのは、従来の「デフレ型経営」からの
決別です。これからの時代は、賃上げに
よる人材確保を起点に付加価値を高める
戦略的投資を行い、収益拡大を目指す
「攻めの経営」への転換が不可欠です。

即ち、生産性向上と収益拡大のため、未
来への投資を加速させる。未来への投資
とは、従来型の設備投資だけでなく、賃
上げや人材育成といった人への投資が重
要です。賃上げを実現し、働く人が誇り
を持てる職場をつくること。人への投資
はコストではなく、企業成長の源泉です。
人材が定着し、意欲が高まり、それに
よって生まれる創意工夫が付加価値と利
益を創出する。価格競争から脱却し、付
加価値創出型ビジネスモデルへの転換を
図ることで、新たな投資と更なる成長に
繋げていく。

この一連の流れこそが、インフレ時代に
求められる「攻めの経営」のストーリー
です。インフレ下では、攻めに転じる企
業だけが、持続的な成長を実現できます。
そして、この挑戦への決断を下せるのは、
経営者自身なのです。

私たち中小機構は、中小企業の皆様の
「攻めの経営」を後押しします。

例えば、海外展開を含む販路開拓支援や、

● 2026年・年頭所感
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多様な課題解決に一緒にあたる伴走支援。
中小企業大学校を始めとした人材育成支
援や、補助金を通じた金融支援。その他、
新たな成長の担い手を応援するスタート
アップ支援や、事業承継や共済といった
将来の安心に備える支援など幅広く支援
事業を展開しています。

また、商工会・商工会議所や金融機関、
自治体などの他の支援機関とも、支援機
関サポートを通じて連携し、企業の挑戦
と地域経済の活性化を支えます。

私たち中小機構は、中小企業の皆様の未
来への挑戦を力強く支える存在であり続
けます。中小企業の挑戦を全力で支え、
中小企業の皆様の活力に満ちた持続的成
長を共に築いてまいります。皆様の果敢
な挑戦を心から期待しています。

2026年・年頭所感●
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年 頭 所 感

令和８年の新春を迎えるにあたり、所
感の一端を申し述べ、年頭のご挨拶とさ
せていただきます。
昨年は、個人消費の緩やかな回復やイ

ンバウンド需要は好調であった一方で、
物価や賃金上昇、金利のある世界への移
行、米国の通商政策、AI・ロボティクス
技術の急速な進化等、日本経済を取り巻
く環境が大きく変化した1年となりました。

当金庫においては、２０２５年６月の
政府保有株式の全部売却完了と改正商工
中金法の施行により、民営化という大き
な転機を迎えることとなりました。この
民営化により当金庫は「中小企業による
中小企業のための金融機関」として、そ
して「企業の未来を支えていく。日本を
変化につよくする。」というPURPOSEの実
現に向けた新たなスタートラインに立ち
ました。

こうした中、今後、私たちがどのよう
な立ち位置で社会と向き合うべきか、ど
のような価値を創出すべきかという観点
で「商工中金グループのありたい姿」の
議論を重ね、この度、長期戦略の骨子を
策定しました。その核となる概念が、中
小企業を個社として捉えるのではなく、
その集合体として捉える「中小企業経済
圏」です。
中小企業と地域社会にかかわる多様な

ステークホルダーが集まる「中小企業経
済圏の拡大・活性化を通じて、圏の参加
者の価値向上に貢献し続ける」という
「商工中金グループのありたい姿」を設
定しました。当金庫は、単なる金融機関

● 2026年・年頭所感

の枠を超えて「集めて・つなげて・価値
を創る」プロデューサーの役割を果たし、
中小企業と地域社会にかかわる多様なス
テークホルダーと、ともに考え、ともに
創り、ともに変わりつづけます。

また、中小企業経済圏の拡大に向けて
「 I n d u s t r y （ 産 業 課 題 解 決 ） ・
Innovation（スタートアップ支援）・
Investment（エクイティ業務や高度ファ
イナンス）・Traditional Banking（伝統
的な銀行業務の深化）・Turn Around（再
生支援）」という５つの注力分野を設定
しました。従来の枠組みにとらわれない
柔軟でダイナミックな経営を実現するた
め、デジタル技術やAIを活用した経営の
高度化を推進し、業務の効率化のみなら
ず、お客さまとの接点の質の向上と深い
関係性の構築を図ってまいります。
これらの取組みを通じて「企業の未来

を支えていく。日本を変化につよくす
る。」というPURPOSEの実現を目指してま
いります。

おかげさまで商工中金は本年12月に創
立90周年を迎えます。この場をお借りし
て、ご支援いただいた様々なステークホ
ルダーの皆さまへ感謝申し上げるととも
に、引き続き皆さまから信頼され、支持
され、これまで以上にお役に立てるよう、
役職員一同、全力で努力を続けてまいり
ますので、本年も格別のご指導とお引き
立てを賜りますようお願い申し上げます。

年頭にあたり、皆さまのご繁栄とご健
勝をお祈りいたしましてご挨拶といたし
ます。

株式会社商工組合中央金庫

代表取締役社長 グループCEO

関 根 正 裕
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全国中小企業団体中央会

会長 森 洋

明けましておめでとうございます。
令和８年の年頭に当たり、謹んで新年の
ご挨拶を申し上げます。

昨年は、戦後８０年の節目の年でした。
中小企業・小規模事業者は、激変する経
済環境の中で多くの困難な課題を克服し
ながら、その時々の経済、社会環境に対
応出来るよう積極果敢に挑戦を続け、わ
が国経済の発展に大きな役割を果たして
参りましたが、現在、新たな経営課題が
山積しております。関税の引上げをはじ
めとする自国中心的な政策の影響が世界
経済に大きな影響を与え、国内でもイン
バウンド消費額も影響を受けることに加
え、依然として物価高騰が続く中での人
手不足と賃上げへの対応が急務となるな
ど、中小企業・小規模事業者を取り巻く
経営環境は、厳しい状況に直面しており
ます。

こうした中で、昨年１１月１２日に広
島県広島市で開催した第７７回中小企業
団体全国大会では、関係省庁・関係機関
をはじめ多数のご来賓をお迎えし、全国
各地から中小企業団体の関係者約２,１００
名が参集し、
Ⅰ.中小企業・小規模事業者等の経営環

境変化対応、成長促進支援等の拡充
Ⅱ.中小企業・小規模事業者の実態を踏

まえた労働･雇用・社会保険料対策
     の推進
Ⅲ.中小企業・小規模事業者の積極的な

事業活動を支える環境整備
の実現に向けて、組合関係者の皆様と共
に取り組んでいくことを決議しました。

地域の人口減少に加え地域課題が多様
化・複雑化していることを踏まえつつ、
十分な価格転嫁と取引適正化、物価高を
上回る賃上げ、事業承継・事業引継、自
然災害対策、ＤＸやＧＸの推進、新分野
展開、ものづくり補助金や省力化投資補
助金による生産性向上、リスキリング等
の「人への投資」、外国人育成就労制
度・特定技能制度への対応策などの最重
要事項については、中小企業組合等連携
組織による知恵と力の結集により解決を
図ることが必要です。今年も中小企業と
組合が我が国の力強い成長を実現する原
動力であることを強く思いながら、会員
の皆様との連携を一層強化し、対応して
参ります。

結びに、丙午の年は「勢いとエネル
ギーに満ち、大きく飛躍・発展してい
く」といった意味合いをもつ年とされて
います。本年が、中小企業組合と中小企
業・小規模事業者の皆様の情熱に満ちた
ご活動が実を結び、力強く飛躍される年
となりますことを心よりご祈念申し上げ
まして、新年のご挨拶といたします。

令和８年元旦

2026年・年頭所感●
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令和７年度 中小企業組合等課題対応支援事業

「連合会（全国組合）等研修事業」

研 修

事 業

標記について、令和７年１０月１６日(木)、１０月１７日(金)、全国中小企業団体中
央会の会議室で役職員研修会が開かれ，全国の各共同店舗の代表者並びに役職員１８名
が参加致しました。
今年度は、「研修事業：組合自主アンケート」の中から、其々の経営課題解決に向け

た知識の習得の意見があり、「地方立地のショッピングセンターが官民連携や地域連携
などに取組み、地域の再生・活性化に貢献している事例」及び「人手不足対策に取組ん
でいる事例」並びに「情報システム機器保守契約変更により組合の大幅な経費削減に取
組んでいる事例」「補助金活用により活路開拓支援事業等に取組んでいる事例」等につ
いて研修内容を企画致しました。
研修内容は、「事業承継で変えるべきこと、変えてはいけないこと人材が集まり、定

着する中小企業の実践」で、先代からの良き伝統を維持しながら新しい顧客二ーズに対
応して成功している事例および「従業員の働きやすい職場環境の構築」しながら、人手
不足対策に取組んでいる事例。

また、人手不足対策として「従業員満足度のために職場環境の改善」に取組み、
２０２５年１０月に日本ショッピングセンター協会主催(２年に１回)「第１０回日本ＳＣ
大賞・第８回地域貢献大賞」で組合員の(協)福井ショッピングモール(エルパ)が「ＥＳ
受賞(エンプロイヤーサティスファクション)」を福井県で初めて受賞された事例。
「商業からまち機能へ取組んでいる商業施設事例」では、今後の共同店舗の新たなビ

ジョン・方向性を作成するためには、幾多の経営課題がある中で現状の組合組織で対応
するためには、当面は「商業機能」と「まち機能」を併合した形で組合継続を図ること
が重要と思われる。
今後の進む道としては、「人が集まる仕組みづくりを行政と一体となり進めながら、

集客アップを図る」ことが地域貢献活動に繋がり、地元住民が普段使い出来る生活拠点
となり、組合で抱えている課題の一つである「人手不足対策」が解消されると思われる。
全国団体中央会研修事業で知識を習得し、その知識を参考にして経営課題に取組んで

成功している事例 ①情報システム機器保守契約の変更し、年間費用を約３９％削減して
いる ②中小企業省力化投資補助金を活用して、人手不足のレジ業務に設備を導入して省
力化を図っている事例 ③人口減少に悩む過疎地で「共同店舗のタウンセンター化」に取
組んでいる事例等がありました。
研修テーマ等について、講師及び受講者とディスカッションし課題解決の糸口に繋が

ることができたことは、大変有意義な研修を実施致しました。
なお、(協)全国共同店舗連盟の「ホームページの全中補助金(研修)事業欄」に研修資

料、各講師の講演の「各アンケートの集計結果」等を掲載しておりますので、ご参考に
して頂ければ幸いです。
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研修内容

【１日目計：４.５時間】

期日 時 間 テーマ 講師（役職・氏名）

１０

月

１６

日

 (木)

１２:００～１２:０５
（５分）

オリエンテーション

１２:０５～１４:０５
（２時間００分）

「事業承継で変えるべきこと、変え
てはいけなこと 人材が集まり、
定着する中小企業の実践」

商い未来研究所 代表
「商業界」元編集長
(協連)日本専門店会連盟

理事
笹井 清範氏

（１０分） 休憩

１４:１５～１５:１５
（１時間００分）

「協同組合店舗の将来への備えと
運営管理の事例」

Office TSCM
代表 細井 一史氏

１５:２５～１６:５５
（１時間３０分）

○パネルディスカッション

①「関係人口の増加と従業員の健
康を守る施設運営について」

②「共同店舗の人手不足の現状と
対策に取組んでいる方法並び
に事例等についての情報交
換」

③「共同店舗の情報システム機器
保守契約の変更」による組合
の費用コストの大幅な削減に
取組んでいる事例

(コーディネーター)
中小企業診断士
岩渕 大明氏

(パネリスト)
①(協)福井ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾓｰﾙ

専務理事 佐々木 国雄氏

③(協)南関ショッピングセンター
代表理事 大木 稔氏

令和７年度 連合会（全国組合）等研修事業●
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【２日目計：２.４時間】

期日 時 間 テーマ 講師（役職・氏名）

 １０

月

１７

日

 (金)

９:３０～１０:３０
（１時間００分）

「支援機関と連携して組合活動が
活性化した事例」

(協)加悦谷ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ
副理事長 谷口 忠弘氏

（１０分） 休憩

１０:４０～１２:００
（１時間２０分）

「ＳＣのまち機能及びＥＳ環境等の
取組み事例と今後の再起方向」

一般社団法人シーエコム
理事長 出口 巳幸氏

●令和７年度 連合会（全国組合）等研修事業

【講師紹介】

商い未来研究所 代表 笹井清範氏 ＳＣ経営士 細井一史氏

※ 講演内容は研修レポートを参照

12 ●共店NEWS vol.296／2026年1月号



<コーディネーター>
中小企業診断士 岩渕大明氏

<パネリスト>
(協)福井ショッピングモール

専務理事 佐々木国男氏

令和７年度 連合会（全国組合）等研修事業●

<パネリスト>
(協)南関ショッピングセンター 代表理事 大木稔氏

(協)加悦谷ショッピングセンター
副理事長 谷口忠弘氏

一般社団法人シーエコム
理事長 出口巳幸氏

共店NEWS vol.296／2026年1月号● 13 



【 懇 親 会 】

開会の挨拶は谷口副理事長

中締めは河瀬副理事

乾杯のご発声は竹内副理事長

●令和７年度 連合会（全国組合）等研修事業
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令和７年度全国共同連盟研修事業 アンケート調査集計

（受講者 １８名）

１．アンケート調査（総合評価）
Ｑ１研修に参加してみて、満足度は
    どうでしたか？

A.非常に満足できる
    内容であった
B.満足できる
C.普通
D.あまり満足できない
E.非常に満足できない

Ｑ２今後、このような研修があれば、
参加しますか？

A.参加したい
B.テーマによる
C.参加しない

7 38.9%

7 38.9%

4 22.2%

0 0.0%

0 0.0%

13 72.2%

5 27.8%

0 0.0%

4 22.2%

14 77.8%

0 0.0%

0 0.0%

0 0.0%

Ｑ３研修前に抱えていた課題の取組
    みに役に立ちましたか？

A.大変解決に役立った
  B.解決に役立った
  C.あまり解決に役立た
    なかった
  D.全く解決に役立たな
    かった
  E.わからない

Ｑ４研修内容、成果を日常業務に活
用できる見込みはありますか？

  A.大変活用できる見込
みがある

  B.活用できる見込みが
ある

  C.あまり活用できる見
込みがない

  D.全く活用できる見込
みがない

  E.わからない

4 22.2%

14 77.8%

0 5.9%

0 0.0%

0 0.0%

令和７年度 連合会（全国組合）等研修事業●
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２．各講師の評価（個別評価）
Ａ 講演テーマ

「事業承継で変えるべきこと、変え
てはいけなこと 人材が集まり、
定着する中小企業の実践」

【講師：笹井清範氏】

○研修内容、成果を日常業務に活用で
きる見込みはありますか？
A.大変活用できる見込みで
あるので、講師に相談し
たい

B.活用できる見込みがある
C.あまり活用できる見込み
がない

D.全く活用できる見込みが
ない

○受講して習得した内容及び実施したい
内容について、具体的に記入して下さ
い。
・事業継承について現実味を帯びた考
え方、行動について参考になりまし
た。

・捨てる物、注力する物について再考
したい。

  ・消費者ニーズの変化。
    購入時の安さより利便性と付加価値

の重視。
  ・顧客ニーズを実現するために“革

新”を常に念頭におき、正しい努力
を継続的に行う。（成功体験の商売
を捨て、新しい目線の事業を検討す
る。）

  ・イノベーションなきところに改革な
し!!

    「飯田屋」感謝の時間
  ・組合設立当初の目的を振り返り確認

し、今後の組合（店舗）の存在意義、
今後の方向性を明確化して行きたい。

  

3 16.7%

15 83.3%

0 0.0%

0 0.0%

・売れないからといって、安易に価格
を下げない。
（かっぱ橋の飯田屋さん）

・朝礼、夕礼での1分間の瞑想と1分で
発表（感謝など）

・4P理論を活用できるか検討したい。
・自社の強みを明確にする事、考え方
の柔軟性を高める。

・人材人財の確保の為のシステムの確
立と方法。

・会社の理念や採用の為の改善につい
て自社を当てはめて社員と共有をし
ながら進めていきたい。

・業績が悪い（良くない）店舗の見直
しが出来そうなので、一度取り組ん
でみたい。

・アマゾンの業績向上（4兆円市場）
の要因により、中小事業者のマー
ケットが奪わている。⇒要因説明が
理解できた。

Ｂ 講演テーマ
「協同組合店舗の将来への備えと運
営管理の事例」

【講師：細井一史氏】

○研修内容、成果を日常業務に活用で
きる見込みはありますか？
A.大変活用できる見込
みであるので、講師
に相談したい

B.活用できる見込みが
ある

C.あまり活用できる見
込みがない

D.全く活用できる見込
みがない

1 5.6%

15 83.3%

2 11.1%

0 0.0%

●令和７年度 連合会（全国組合）等研修事業
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○受講して習得した内容及び実施したい
内容について、具体的に記入して下さ
い。
・現実的な的確な意見参考になります。

  ・業務のアウトソーシングについて、
経営・運営面から検討したい。

  ・組合・組合事務局の運営を再度洗い
直し、効率的な方法を検討（売上管
理等他）

  ・今後に備え、契約書を確認
（“定借”・“普借”）

  ・利用の形態も今後に向けて整理する。
  ・運営をアウトソーシングにする。
・契約の見直しと有料化へ
・組合サービスで行っていた事の費用
化（金額化）など、全体的な見直し
を行いたい。

  ・賃貸仮契約において最低保証は必ず
設ける。

  ・売上歩合で契約する時は、ネット売
上等に注意する。

  ・共同運営事業者（グロサリー）をデ
ベロッパーに管理してもらえないか
検討したい。

  ・組合運営とデベロッパー企業体の相違
  ・大手は固定家賃が主流である。
  ・大手デベロッパー同様に利益の追求

を行う必要性
・テナントの定期借款への変更を進め
ています。定期デメリット部分につ
いて説明があったので、内部で再度

  確認していきたい。
・今後の共同店舗の進む道を再検討す
る必要を問われた。

        

Ｃ 講演ﾃｰﾏ パネルディスカッション
（１）関係人口の増加と従業員の健康

を守る施設運営について
【講師：佐々木国雄氏】

○研修内容、成果を日常業務に活用でき
る見込みはありますか？
 A.大変活用できる見込

みである
B.活用できる見込みが
ある

C.あまり活用できる見
込みがない

D.全く活用できる見込
みがない

○受講して習得した内容及び実施した
い内容について、具体的に記入して
下さい。
・若者の居場所つくり「こみかる」

  ・若い人が集まれる場所づくりから生
まれる「やってみたい」を応援

  ・当地域では、最近別の施設を行政が
改築して若者の集まる場所の運営を
はじめたばかりです。類似する部分
もあると思うが、別の方法にて関係
人口の増加を目指し、模索してみた
いと思います。

・ナースケットの活用
・「こみかる」無報酬でも若者が集まる
ようなしくみづくり

  ・手間定休日を増やしても売上は下がら
なかった。（スタッフのやる気を上げ
た）

・コミュニティナースとの協議をしてみ
たい。

・スタッフさんの健康第一を考える
（健康診断後のフォロー）

  ・従業員の健康チェック機能を模索した
い。

・コミュニティスペースの活用方法
・若者のスペースを確保する。集まる!!

9 50.0%

9 50.0%

0 0.0%

0 0.0%

令和７年度 連合会（全国組合）等研修事業●
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・ナースグループはあったら良いと
思った。

・「こみかる」に近い事業を考えてお
りましたので、かなり参考になりま
した。

・当店にフードコートはありませんが、
若者やスタッフ、地域の取り込みを
考えたい。

・定休日を増やす事で売上が減ると思
い込んでいました。是非前向きに検
討していきたい。

・色々と考える必要を感じた。
  ・標記テーマについて議論しましたが、

笹井講師､佐々木講師､出口講師の講
演の中にあるように､人材不足と言わ
れているが解決策として「人が集ま
るシステム作り」が重要で、各共同

    店舗も運営方法を再検討が求められ
る。働きやすい職場環境を構築する
ことによって、モラルのある従業員
を確保できることで、休日を多くし
ても売上が減少しないことが理解で
きた。

（２）共同店舗の人手不足の現状と対策
に取組んでいる方法並びに事例等
についての情報交換

○研修内容、成果を日常業務に活用でき
る見込みはありますか？

   A.大変活用できる見込
みである

B.活用できる見込みが
ある

C.あまり活用できる見
込みがない

D.全く活用できる見込
みがない

○受講して習得した内容及び実施した
い内容について、具体的に記入して
下さい。
・当地域では、専門学生（外国の
方）が沢山いるんですが、働く場
所（バイト）が少ない状況。この
労働力を今後当店（組合）でも有
効的に雇用が出来れば良いと思っ
ています。

・外国の方へのアプローチの必要性
の理解ができた。

（３）「共同店舗の情報システム機器
保守契約の変更」による組合の
費用コストの大幅な削減に取組
んでいる事例

【講師：大木 稔氏】

○研修内容、成果を日常業務に活用で
きる見込みはありますか？
A.ポスシステム等の保守料契約（レ
ジ関係、冷凍機器等）を見直すこ
とによって組合経費を削減できる
等、大変活用できる
見込みである

B.活用できる見込みが
ある

C.あまり活用できる見
込みがない
（保守物件がない）

D.全く活用できる見込
みがない
（見積もったがメリ
ットがない）

2 11.1%

16 88.9%

0 0.0%

0 0.0%

5 27.8%

9 50.0%

2 11.1%

2 11.1%

●令和７年度 連合会（全国組合）等研修事業
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○受講して習得した内容及び実施した
い内容について、具体的に記入して
下さい。
・以前、この方法により現レジ保守が
安くなったので、良いコスト削減方
法だと思います。

・現在実施している。他にも活用でき
ないか検討する。

・組合加入者以外のお店等にも情報を
出してみる。

・毎回、組合の費用見直しにおいて、
指導を頂ているが進んでいない。
メーカーと協議して早期に実行した
い。

・とても良いサービスかと思います。
見積を取りましたが、金額的メリッ
トがなかった為、導入できなかった。

・保守物件がない。
・各共同店舗も年間30～40％の経費削
減ができるのであれば、積極的に取
り組むことが大切と思われた。

Ｄ 講演テーマ
「支援機関と連携して組合活動が活

性化した事例」
【講師：谷口忠弘氏】

○研修内容、成果を日常業務に活用で
きる見込みはありますか？
A.大変活用できる見込
みである

B.活用できる見込みが
ある

C.あまり活用できる見
込みがない

D.全く活用できる見込
みがない

○受講して習得した内容及び実施した
い内容について、具体的に記入して
下さい。
・今現在の形態と思い切った判断が
必要な事を理解したいと思います。

・いろんなアイデア・話しを聞き、
どの店舗（組合）も苦労されてい
る。補助金を使った設備更新は、
当組合もよく行いますが､“屋
根”､“壁面”などの修繕のため
の補助金があれば確かに助かると
思いますが…。

・組合員を一本化した経営
・６組合を１つの会社にする案
・省エネ補助金の活用を検討したい。
（R8年度）

・専門店を１つの法人として統一す
る案はとても良いと思いました。
クリアすべき問題は多く、簡単で
はありませんが検討は続けていき
たい。

・施設が当店と共通点があり、参考
になった。

・店舗の活性化の必要性を感じた。

Ｅ 講演テーマ
「ＳＣのまち機能及びＥＳ環境等の
取組み事例と今後の再起方向」

【講師：出口巳幸氏】

○研修内容、成果を日常業務に活用で
きる見込みはありますか？
A.大変活用できる見込

みである
B.活用できる見込みが

ある
C.あまり活用できる見
込みがない

D.全く活用できる見込
みがない

3 16.7%

15 83.3%

0 0.0%

0 0.0%

4 22.2%

12 66.7%

2 11.1%

0 0.0%

令和７年度 連合会（全国組合）等研修事業●
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○受講して習得した内容及び実施した
い内容について、具体的に記入して
下さい。
・商業集積と生活集積のベースづくり
・職場環境づくり
・今後の共同店舗のあり方、考え方が
よく分かりました。行政等の連携を
もっと模索してみたいと思っていま
す。

・従業員ファースト
・職場の近代化
・新しい集客（タウンセンター）
・従業員ファースト
・今後の店舗の向け方を検討する。
・共同店舗の資産運用の幅に気づかさ
れた。

・地域資源の活用
・屋内公園を導入したい。
・昨年のエルパさん同様、従業ファー
ストの考えが参考になった。

・商業以外の集客方法を考える必要性。
・補助金を活用して将来の共同店舗の
進む道の一つとして、「タウンセン
ター化」を積極的に取組んでいる。

●令和７年度 連合会（全国組合）等研修事業
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協同組合 全国共同店舗連盟
令和７年度通常総会

開催日時：令和７年７月２５日(金) １４時より

開催場所：日暮里FRIENDS

開催方式：Web会議システム（バーチャルオンリー型）

令和７年７月２５日(水)、Web会議システム（バーチャルオンリー型）方式で、当

共同店舗連盟の令和７年度通常総会が開催され、当日は少数の各共同店舗の代表者等

が出席されました。

上程された議案は、令和６年度事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計算書

及び損失処理(案)、また令和７年度事業計画(案)及び収支予算(案)、令和７年度賦課

金の分担基準(案)及びその納入方法(案)、令和７年度専務理事の報酬限度額(案)の４

議案は、当日の出席者及び書面議決権利行使書等により可決承認された。

また、書面による通常総会の議決権行使の結果について、組合員に報告した。

以上をもって、令和７年度通常総会を閉会した。
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組合員の活動事例案内
（順不同）



一般社団法人日本ショッピングセンター協会主催
第１０回日本ＳＣ 「ＥＳ賞」受賞

活動事例 １

この賞は、2025年10月に日本ショッピングセンター協会主催（2年に1回）で、「第１

０回日本ＳＣ大賞・第8回地域貢献大賞」の発表があり、全国ＳＣ約3,000 以上 (大

手：イオン・三菱・三井等多い) ある中から「当連盟の組合員である(協)福井ショッピ

ングモール(エルパ)」がＥＳ受賞(エンプロイヤーサティスファクション)を福井県で初

めて受賞されたことは、連盟として「最高の誇りと感動」を受けました。

地元商業者(専門店)の協同組合、いわゆる「福井方式」と呼ばれる運営で、地域事業

者を中心に約80店舗が集積する。

特にＥＳ施策が充実し、店休日は年間14日間、営業時間は10時間、託児所・保育園を

完備し従業員やテナントスタッフは保育費や飲食費用が無料など、人手不足時代におけ

るＳＣ運営の先駆的な取組みといえる。

地域住民とのコミニュティづくりでは、フードコートのアイドルタイムを活用して

「こみかる」という若者や高齢者の居場所づくりをサポートするなど、サードプレイス

としての役割を担う。

「利益ではなく地元事業者の生き残る場所を守ること、従業員が働くことが生きがい

になる」を目指して、出店事業者の就業環境の改善や経営支援に努め、「従業員満足度

の取組事例」が高い評価を受け受賞の要因となった。

組合員 (協)福井ショッピングモール
ラブリーパートナーエルパ
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「中小企業省力化投資補助金(一般型)」の採択

活動事例 ２

「中小企業省力化投資補助金(一般型)」の補助金制度は、「連盟と全国団体中小企業

中央会」との情報交換を実施後に、組合員に対して補助金制度情報を提供しました。

当連盟の組合員である(協)南関ショッピングセンターは、第１回、第２回の公募で不

採用になり、第３回公募に申請しこの度厳正な審査を行った結果、採択となりました。

事業計画の概要は、「人手不足のレジ業務に最新POSと独自Payを導入して省力を図る。

創出した人員を惣菜開発やデータ活用による顧客サービス強化に振向け、生産性向上と

賃上げ、地域貢献を実現する」ことを目標に申請致しました。

本情報は、各共同店舗も「人手不足解消の効果がある設備やシステム」などを導入し、

「労働生産性の向上を図る」ことを目指して「省力投資」が必要と思われるので、大変

良い補助金情報であつた。

〇資金調達計画

投資総費用 約３４百万円

調達銀行 商工組合中央金庫

補助率 １/２

補助上限額 最大１億円

組合員 (協)南関ショッピングセンター
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『共同店舗の情報システム機器保守契約の変更』に
共同店舗よる組合の費用コストの大幅な削減に

取組んでいる事例

活動事例 ３

１．取組経緯

令和３年１０月に開催した「令和３年度連合会(全国組合)等研修事業」の研修会にお

いて、組合員である 熊本県西部ショッピングセンター尾上氏より「情報システム機器

のハードウェア保守費用の削減効果事例」と題して講演がありました。

当連盟は、「全中課題対応支援事業研修会」等で勉強会を開催し、現在は３社（組合

員であるサングルポ阿南(協)、(株)共栄商事((協)ポルカの組合員)、(協)南関ショッピ

ングセンター）が本制度を活用して、「令和７年度情報システム機器保守契約変更実

績」が、従来のメ－カ年間保守料に対して約３９％の経費削減となりました。

また、本制度に取組んでみると保守メーカーとのトラブルもなく、「故障」した場合

の緊急時対応についても従来の対応と変化なく、その期間中の保守料を保険契約金で支

払いました。

当連盟は、組合員が保守契約を変更することによって、大幅な費用コスト削減に繋

がっているので、今後も積極的に推進する予定です。
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２．情報システム機器保守変更契約実績

利用組合 契約年月日
ﾒｰｶｰ年間
保守料(A)

保守ｻｰﾋﾞｽ料総額(税込)(B)
｢年間保険料・事務費・消費税｣

年間経費削
減金額(C)
（A－B）

削減率

A協同組合 2024/7/1 774,000 449,780 324,220 41.9%

B株式会社 2024/12/10 1,570,000 1,053,986 516,014 32.9%

C株式会社 2025/3/10 400,000 185,153 214,847 46.2%

D株式会社 2025/4/10 183,000 70,862 112,138 38.7%

E株式会社 2025/9/10 576,000 100,188 475,812 17.4%

F協同組合 2025/1/1 1,578,500 1,245,651 332,849 21.1%

合 計 5,081,500 3,105,620 1,975,880 38.8%

令和７年度情報システム機器保守契約変更の実績一覧表(単年度)(単位:円)

組合員の活動事例案内●
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笠原商業開発協同組合

火災復旧後、
新機能を持つ共同店舗
マインをスタート

住 所 〒507-0901
岐阜県多治見市笠原町2469番地2

ＵＲＬ https://kasafhara-mine.com/
設 立 昭和６０年１２月
主な業種 小売業・サービス業を行う事業者
組合員数 ３人    出資金 ３２,７２０千円

●背景・目的

多治見市笠原町を商圏としたショッピン

グセンターの運営を目的とした組合を昭和60

年に設立し、翌年「笠原ショッピングプラザ

ＭＩＮＥ（マイン）」をオープンした。その後、

数度のリニューアルを経て長年地元住民に愛

されてきたが、平成27年に火災事故により全

焼し大規模改装が必要となった。来店者や従

業員等の人的被害は免れたものの、屋上に駐

車してあった来店者の車の補償、従業員への

休業補償、約１億円の高度化資金ほ返済等、

施設復旧に関する多くの課題に直面すること

となった。一方で、近隣への競合店舗の新規

出店も相次いでおり、単なる復旧のみならず

差別化を図った施策も不可欠であった。

●取組みの手法と内容

施設復旧の資金面においては全体で約６億

円が必要であったが、火災発生前から地元金

融機関と関係性を構築していたことにより

1.5億円を調達すことができ、火災保険で4.5

億円調達することができた。また、高度化資

金約１億円の借換えも可能となった。

施設の内装材の一部を、地場産業であるタ

イル組合の組合員等27社に理事長が自ら声を

掛けたことで、再建に使用するタイルの無償

提供を受けることが出来た。復旧・再スター

トまで地域の顧客の利便性を低下させないよ

う毎日朝市を開催するほか、半年間仮設店舗

での営業継続など販売を継続する工夫をした。

これは復旧中の顧客離れを防ぐとともに、顧

客からのさらなる信頼獲得につながった。

平成29年の再スタート後は近隣競合店との

差別化を図るため、令和３年に料理教室や

パーティー会場として利用できるよう「マイ

ンキッチンスタジオ」をオープンした。壁面

には地元タイルをふんだんに使用し、タイル

の魅力を発信している。また、地元クリエイ

ターの商品（陶器、タイル、小物など）を販

売する「チャレンジショップ」を設けた。ほ

かにもシェアサイクルを設置し、「多治見市

モザイクタイルミュージアム」を訪れた観光

客に立ち寄ってもらえるよう集客効果を高め

ている。

活動事例 4
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●成果とその要因

地域密着を重視する事業運営により、競争

環境の激化や地域人口の減少が起きるなかで

も火災発生前の売上げと集客を維持している。

火災発生を契機として、今後の売上高や来店

者の更なる向上が十分に期待できる。

組合員の活動事例案内●
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活動事例 5

母体であるサングルポ阿南協同組合は１９９３年１月１９日に設立し、施設名『ショッ
ピングプラザ・アピカ』は１９９４年６月２４日に開業しました。
徳島県南部の中核都市・阿南市において、昨年３１周年を迎えました。
開業以来、国道５５号線より橋脚を立て進入路を構築し、大規模修繕1回、小規模修繕
１回、大幅なリーシングを２回実施し、時代や地域ニーズに即した施設運営を継続して
まいりました。
現在は、ＵＮＩＱＬＯ、ニトリ、ココカラファインをはじめとするナショナルチェーン

に加え、充実したファッションゾーンを擁し、空き店舗のない安定した運営を実現して
おります。
また、組合運営経費削減を目的に新電力会社との契約見直しを2度行い、大幅な電気

料金削減を達成しました。
さらに２０２３年には、二酸化炭素排出抑制対策事業等補助金を活用し、広大な駐車場

を生かしたソーラーカーポート太陽光発電設備を設置、自己使用により電力コスト削減
とカーボンニュートラルに貢献しています。
現在は第二期工事として新たな太陽光発電設備を建設中で、２０２６年２月稼働予定で

す。
加えて２０２５年１２月には、飲食ゾーンを補完する形でおしゃれで健全なカラオケ

ルームを館内にオープンし、補助金を活用しながら順調な集客と収益向上を図っていま
す。リーシング効果により大手企業の広告媒体を通じた集客が可能となり、組合販促費
は当初予算の８０％削減を実現しました。これらの取り組みを通じ、施設の魅力向上と
組合の財務強化を同時に推進しています。

サングルポ阿南協同組合

住 所 〒774-0009
徳島県阿南市西路見町堤外65-1

ＵＲＬ https://apica.jp
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活動事例 6

協同組合鹿本ショッピングセンターは１９８１年５月１４日に設立し、施設名
『ショッピングセンターリオ』は１９８２年３月５日に開業しました。熊本県北部の山
鹿市と菊池市の中間にある鹿本町において、今年４４周年を迎えます。開業以来、国道
３２５号線沿いにあり、大規模リニューアルを２回、小規模リニューアルを２回実施し、
時代や地域ニーズに即した施設運営を継続して参りました。
現在も食料品を中心に地元の方たちと空き店舗のない運営を実現しております。また、

組合運営経費削減を目的に、現在は新電力会社と契約見直し行い、大幅な電気 料金削
減を達成しています。さらに２０２１年には、二酸化炭素排出抑制対策事業等補助金を
活用し、店舗の空調や冷ケースの入替を実施し大幅な電気料削減を達成した。
昨年隣接する広大な駐車場に「老人保健施設 むべの里」を誘致し、今年８月にオー

プンする予定である。互いの強みを活かし地域の核として集客と収益向上及び組合の財
務強化を図ってまいります。

ショッピングセンターリオは
Ｒ リレーション （ふれあい）
ｉ インフォメーション（生活情報の提案）
ｏ オアシス （いこいの広場）
リオはふれあい・生活情報の提案・憩いの広場をテーマに地域のお客様にご奉仕してま
いります。

協同組合鹿本ショッピングセンター

住 所 〒861-0331
熊本県山鹿市鹿本町来民549番地の3

電 話 ０９６８－４６－５５１１
ＵＲＬ https://sc-rio.net
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賛助会員
活動事例案内



電位テラピー体験会場
ビッグオーク南関ＳＣ

• 販売促進①コッペパン

山崎製パンの【コッペパン】を通常販売価

格から約半額の98円で特売品90個販売。

【コッペパン】を弊社会場にて、ご紹介を

させていただきました。 90個即完売！

→即完売することがないと店長にも好評頂

きました。また、後日山崎製パン営業部長

が来られ、90個販売したことに大変感謝さ

れました。

期間：2025/5/3-9/30

最大来場者数：1660人

• 販売促進②小倉パン

紹介①同様に山崎製パンの【小倉パン】

を弊社会場にて、ご紹介をさせていただ

きました。

コッペパン同様に特売品であり、また弊

社会場内でのご紹介も重なり即完売する

ことが出来ました。

写真は、町役場のインスタグラムで紹介

され、町ぐるみでご紹介頂き大変感謝申

し上げます。

• 販売促進前日との比較

右表の通り、前日比で数量では全

体で約１０倍、売上は約９倍とな

りました。表には記載ありません

が、他にもコロッケや特茶など前

日比以上の売上に貢献しました。
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コスモヘルス
株式会社



イベント開催中のご来場者数

• １日の最大来場者数→４２０人

• 初めて会場に来られた人の合計→１６６０人

• １クール最大人数（１クール１時間）→７０人

• １日の初めて会場に来られた平均人数→１５人

弊社はイベント会場内に相談窓口を設けており、会場にお通いの方から店長

岸本、アシスタント塚本へのお褒めの言葉頂きました。また、中川原店長始

め、従業員さんなどたくさんの方に感謝と温かいお言葉を頂きました。店舗

の活性化と地域貢献に少しでも貢献することが出来たと結果と考えます。今

後とも別店舗での開催出来ることを願って、感謝申し上げます。

商号 コスモヘルス株式会社

所在地 〒１０５－０００４ 東京都港区新橋１-１２-９-１０F

設立 1984年7月1日 資本金 １億円

事業内容 医療機器（家庭用高圧電位治療器）の企画・開発・販売 健康補助食品・浄水器・化粧品販売

代表者取締役 小塚 崇史 従業員数 ３８０名

売上高 123億円（２０２４年１２月期実績）

販売子会社
ヘルスインターメソッド㈱ LLL㈱ PEACE㈱ ルナエヴァンズ㈱
４U㈱ エースカンパニー㈱ ㈱３６５プラス

加盟団体
全国スーパーマーケット協会（賛助会員）オール日本スーパーマーケット協会（賛助会員）
協同組合全国共同店舗連盟（賛助会員）日本ホームヘルス機器協会（正会員）

使用スペース 【店外型】駐車場約5～7台分（ユニットハウスを設置）【店内型】遊休スペース約20坪以上

立地 最初の1ヶ月間はお客様導線上を希望 定休日 週１日

開催期間 約５～６ヶ月間 出店料 固定賃料

営業時間 １０：００～１９：００（受付） 設備料 必要経費を弊社全額負担

●出店概要

●お問い合わせ
取締役 内村 研哉（ウチムラ ケンヤ）
TEL：080-3075-1721 MAIL:uchimura@cosmohealth.co.jp 
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協同組合 全国共同店舗連盟

     ご加入のおすすめ

一．組合の沿革
中小小売商業の近代化のための小売商業店舗共同化（共同店舗化）は、国の重要な小売

商業施策の一つであり、昭和３８年より国の助成が行われ、昭和４２年からは中小企業総
合事業団（現中小企業基盤整備機構）及び都道府県により高度 化資金の融資が行われま
した。

  しかし、共同店舗の経営には中小商店の特性を生かしながら大型店経営の長所を取り入
れるという独自の管理手法が要求されます｡この問題の解決のためには､全国の共同店舗が
お互いに協力し、知恵を出し合うことが最善の方法と考えました。そこで、昭和４２年に
中小企業庁・中小企業総合事業団（現中小企業基盤整 備機構）並びに全国及び各都道府
県の中小企業団体中央会等のご助言、ご指導により、任意の全国組織である「全国小売商
業店舗共同化連絡協議会」が結成した。その後２度の組織変更を経て、昭和５６年１０月
２３日に「協同組合全国共同店舗連盟」設立致しました。
平成２８年１０月には「連盟組織結成５０周年・法人化３５周年」を迎え、令和５年７

月には「連盟組織結成５５周年・法人化４０周年」を迎えることができました。
しかしながら、今日の共同店舗をめぐる経営環境は中小小売商業者の努力にもかかわら

ず、地方の人口減少および購買層の高齢化等により商圏が縮小傾向にある中で、大型店、
ドラックストア、コンビニ、大手チェーン店等の進出により過当競争となっており、こ

のオーバーストアの状況が値下げ競争と販売不振を生み、大変厳しい経営環境にあります。
現在、当連盟の「組合員数３１組合」、またその「組合員数は３３４組合員」、「テナ

ント数４６４店舗」、「その従業員数約２０００人」となっております。
各共同店舗は、地域住民のコミュニティの核として、消費者や地域従業員の雇用面にお

いても公共的な役割・機能を十分踏まえ、地域住民の安心・安全な生活環境を守り、地域
に必要不可欠な商業施設として取組んでおります。
今後も、中小小売商業者が事業を継続し活力と魅力ある地域を実現するために、全国共

同店舗連盟は、会員一同心を新たにスタートし、地域とのコミュニティを高め、地域貢献
機能強化に努め、地域に不可欠な商業施設を目指してまいりますので、会員および関係諸
機関各位のご支援ご協力を賜りますよう宜しくお願い致します。

二．事業活動
１．相談・指導事業
（１）組合員の経営基盤の強化および環境改善並びに地域活性化等に関する各種の相談に

ついて、個別に迅速に対応する。
中小企業庁、中小機構等における国の施策（特に中小企業アドバイザー・商店街よ
ろず相談アドバイザー・ミラサボ専門家派遣事業等）を積極的に活用することに
よって、課題の効果的解決に努めている。

（２）各種の相談対応として、ホームページ、電子メール、ＦＡＸ等による助言を行いま
す。

（３）共同店舗の視察、研修会についての視察先、講師を斡旋する。
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２．研修・情報事業
（１）研修事業

共同店舗の経営課題解決に向けた研修事業を実施し、研修を通じて課題解決のた
めの知識やヒントを習得し、経営に活かす研修に積極的に取組み、また地域とのコ
ミュニティを高め、地域貢献機能の強化に努め、組合員の役に立つ情報提供に努め
ます。

〇連盟主催による研修
・共同店舗運営研修全国大会
・連合会役職員研修(補助金事業)
・オンライン月例研修会

 
（２）情報提供事業

①機関誌「共同店舗ニュース新年号(年1回：電子化)」を発行し、「各関係団体の年頭
所感」及び「全国中小小売商サミット開催」並びに「中小企業組合等課題対応支援
研修事業」の実施、「連盟組織結成記念式典」の内容等を掲載する。また、関係省
庁の補助金情報及び組合員の地域貢献活動事例等を多方面に情報を提供致します。

②電子メール・ＦＡＸ等による情報の提供
国の施策情報(年度予算、補正予算、新型コロナウイルス感染症対策の支援情報等)
や店舗運営に関する重要な情報をホームページで開示し、適宜電子メール・ＦＡＸ
等活動事例を組合員及び関係者に迅速に提供し、情報の共有化を図ります。

  ③個別情報
組合員からの各種照会等に対し、「当連盟情報交換先リスト」等を活用して、個別
に情報・資料等を随時提供します。また、賛助会員等との情報交換を積極的に実施
し、ビジネスマッチング等のより新たな事業展開の構築を図り、収益確保に努めま
す。

３．関係官公庁、機関、団体との連携
中小企業庁、中小企業基盤整備機構、全国中小企業団体中央会、商工中金、全国中

小小売商団体連絡会、全国小売商団体連絡協議会等との定例情報交換会を実施し、当
連盟の経営課題、要望事項等を説明し、補助金制度・活用方法成功事例、制度の改正
等の情報を収集して、組合員に役に立つ情報を提供している。

４．建議・陳情
    共同店舗の健全な発展及び経済的、社会的地位の向上を図るため必要な施策等の実

施について、経済産業省、中小企業庁、全国中小企業団体中央会等に建議・陳情する。

協同組合全国共同店舗連盟 ご加入のおすすめ●
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三．加入メリット
①「連合会(全国組合)等研修事業(役職員研修会)」を開催し、交通費・宿泊費全額を補

助する。
②中小企業庁、中小企業基盤整備機構、全国中小企業団体中央会をはじめ関係諸機関及

全国小売商団体等との連絡を密にし、補助金事業等の情報を提供している。また、組
合員からの要望等について各省庁と意見交換するなど関係諸機関と連携を強化する。

③リニューアル計画及び共同店舗運営上の諸問題等の相談指導に対し、独立行政法人中
小企業基盤整備機構の中小企業アドバイザー及び商店街よろず相談アドバイザー派遣
事業並びにミラサボ専門家派遣事業等を有効に活用して経営課題に取組むことができ
る。（謝金・旅費等は無料）

④賛助会員企業との情報交換を積極的に実施し、ビジネスマッチングを構築することに
よって新たな事業展開ができ、組合員との商品・サービス・指導等を行い、双方の収
益追求が受けられる。

⑤機関誌「共同店舗ニュース新年号(年１回：電子化)」により、組合員の活動状況等の
情報を受けられる。

⑥連合会研修事業、運営研修全国大会、オンライン月例研修会等に優先的に参加でき、
新たな知識を吸収し課題解決に取組む。

⑦ニーズに合った共同店舗の視察先を紹介する。

《問合せ先》
組合名 協同組合 全国共同店舗連盟             ＴＥＬ  ０３－３８６８－３８３１
担当者 松橋、岡本 ＦＡＸ  ０３－５６１５－２１４９
所在地 〒116-0013                      Ｅ-mail  kyoten@poppy.ocn.ne.jp

東京都荒川区西日暮里５－２－２０               kyoten2@almond.ocn.ne.jp
サン・リバ－西日暮里２０２                         

●協同組合全国共同店舗連盟 ご加入のおすすめ
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謹 賀 新 年

株式会社コスモシステム
代表取締役 松川 一哉

〒102-0073
東京都千代田区九段北4-1-3
日本ビルディング九段別館10階
TEL:03-6261-2361 FAX:03-3263-4760
https://cosmoap.co.jp

コスモヘルス株式会社
代表取締役社長 小塚 崇史    

    取締役 常務執行役員 内村 研哉

〒105-0004
東京都港区新橋1-12-9-10F
TEL:03-5537-3799 FAX:03-5537-3791
http://www.cosmohealth.co.jp

有限会社ときわ
代表取締役 山岸 祥治

（経営革新等認定支援機関
中小企業診断士 ＩＴコーディネイター）

〒590-0138
大阪府堺市南区鴨谷台2-2-1
泉北光明池専門店事業協同組合事務局内
TEL: 072-299-0880／090-6200-8015
FAX: 072-299-8002

ショッピングリハビリカンパニー株式会社

代表取締役 尾添 純一

〒699-1311
島根県雲南市木次町里方30-2
TEL:0854-47-7673 FAX:050-3588-1910
https://shopping-reha.com

Office ＴＳＣＭ
（オフィス トータルエスシーマネージメント）

代表 細井 一史

〒277-0862
千葉県柏市篠籠田669-18
TEL: 090-3314-2695
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